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国際P2M学会セミナー



本日お話しさせていただくこと

１．自己紹介

２．世界農業遺産と５つの基準

３．世界農業遺産認定地域における「SDGs未来都市」の取組

事例１）稲作地域：宮城県大崎市

事例２）果樹地域：和歌山県みなべ町

４．P2M知識体系を活用した、みなべ町のSDGs未来都市計画立案



大和田 順子 自己紹介
専門 ： 世界農業遺産（農村計画）、都市農村交流（関係人口）、地域イノベーション（地域創生）

東京生まれ・育ち 2021年４月から京都市在住
1982年東急百貨店入社。東急総合研究所生活行動研究室研究員：調査・企画、新規事業開発

1993～2000年：イギリス化粧品ブランド（ボディショップ：イオングループ）で社会変革キャンペーン
2002年に環境と健康を大切にするライフスタイルLOHAS（ロハス）を日本に紹介。
2006年に一社ロハス・ビジネス・アライアンス設立。ロハスの普及に尽力
2010年～全国各地で農業遺産、有機農業や生物多様性を活かした“持続可能な地域づくり”に参画
2011年～NPO法人女性の活力を社会の活力に（JKSK）にて東日本大震災復興支援に関わる。
（2015年～２年間、理事長）

宮城大学大学院事業構想学研究科博士後期課程（2014年４月～2020年9月）博士（事業構想学）
同志社大学大学院 総合政策科学研究科ソーシャル・イノベーションコース 教授 (2021年４月～

2024年３月）
農林水産省 世界農業遺産等専門家会議 委員（2014年４月～2020年３月）
農林水産省 バイオマス活用推進専門家会議（2015年度、2021年度）
総務省 地域力創造アドバイザー(2017年～）
一般財団法人 日本水土総合研究所 理事（2020年４月～）
2022年1月 総務省「ふるさとづくり大賞」 個人表彰 総務大臣表彰受賞
2022年４月～ 立命館大学日本バイオ炭研究センター 客員研究員

映像による大崎市での活動紹介（約13分）
https://www.youtube.com/watch?v=oqxVgZ4OR5A



ソーシャル・イノベーションとは

大学教育においては、同志社大学がソーシャル・イノベーションコース（2006
年）を開設。その後、慶應義塾大学が社会イノベータコース（2009年）、摂南
大学がソーシャルイノベーション副専攻課程（2016年）を、長野県立大学が
ソーシャル・イノベーション創出センター（2018年）およびソーシャル・イノ
ベーション研究科（2022年）を、それぞれ開設している。

同志社大学大学院 総合政策科学研究科 ソーシャル・イノベーションコース

https://sosei.doshisha.ac.jp/curriculum/si.html

慶応義塾大学大学院 政策・メディア研究科 社会イノベーターコース

https://www.sfc.keio.ac.jp/gsmg/education/pro/social_innovator.html

長野県立大学 ソーシャル・イノベーション研究科（専門職大学院）

https://www.u-nagano.ac.jp/si/gaiyou/

すべての人々にとって暮らしやすい社会を作り上げるために、 これま
でのアプローチでは解決できなかった問題に対して、 新たな方法で
革新的に課題を解決するとともに、 その変革を社会全体に広げるこ
と（新川 2021）



大和田研究室（２０２１～2023） 主な研究

• SDGs未来都市
・宮城県大崎市、和歌山県みなべ

町申請支援
・大崎市モデル事業推進助言

（2022年認定）

• 世界農業遺産（FAO）
モニタリングに関する研究
(2021)
（国連大学、韓国農村振興局共
同研究）
「GIAHS Monitoring and 

Evaluation Manual」
国内認定地域の活性化支援

自然資本をベースとした
地域イノベーション

・世界農業遺産
・都市農村交流、関係人口
・グリーン・コモンズ
・「竹林SDGs」
・SDGs未来都市
・人材育成



OCCグループは、教育事業を梃子に、テクノロジーやデータを活用し、

SDGsの推進、グローバル社会の課題解決や変革を推進していきます。

教育者アン・サリヴァンが、三重苦のヘレン・ケラーを世界的な社会活

動家に育て上げたように、教育には無限の可能性があります。

私たちは「教育」の在り方を、再定義していくことで、

人々が、人生を自分らしく個性的に生き、国境を越えた多様な価値観が

生まれ、自由で、持続可能な社会が実現すると信じています。
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OCCグループ ミッション



学位と育成する⼈材像
教育テックに精通し、変革を担うリーダー

成果物

院⽣

・教育の変革を目指す方
（社会人、実務経験2年以上）
・全ての教育分野が対象
・定員 67名／学年

より良い教育を目指す、志ある社会人が集
います

教員

研究者教員：体系的な学問知識を有する
実務家教員：豊富な教育実務経験を持つ

研究者教員と実務家教員がタッグを組んで
指導します

 修了時には、院⽣⼀⼈ひとりの問題意識
に基づく「教育構想実践書」を作成しま
す。

 修了後は、同実践書を、⾃⾝の所属組織
や関係者に提出し、構想の実現に向けて
取り組んでいきます。

学術論文ではなく、新たな教育構想の実践
のための計画書を提出します

日本初の「教育テック」と「教育経営」に特化した、フルオンライン大学院。
2025年４月開学に向けて準備中。（設置構想中）

教育経営学修士教育情報学修士

情報科学

ITに精通し、データを取得し、エビデン
ス・科学に基づき、改善・提案を行う。
教育テック・教育経営学の基盤。

・ITを活用して教育を科学に基づいて
変革するリーダー

・教育以外の分野においてもITの導入・
活用を教えることができるリーダー

・情報科学に基づいて
学校等の教育機関や教育企

業の経営を変革するリーダー
【教育のMBA】

設置計画は2023年12月現在認可申請中（設置構
想中等）です。
設置計画は予定であり、内容に変更があり得ます。

【構想】教育テック⼤学院⼤学



教育テックの３類型 ※OCCオリジナル
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教育テックの３類型 ※OCCオリジナル



9

・世界農業遺産は2002年、FAO（国連・食糧農業機関）が開始したプロジェクト。
当初は主に途上国の、地域固有の伝統的な農林漁業システムを認証する制度。
中国では2005年に世界で初めて「青田の水田養魚」が登録された。

２．世界農業遺産とは

世界農業遺産は、社会や環境に適応しながら何世代にもわたり継承されてきた独
自性のある伝統的な農林水産業と、それに密接に関わって育まれた文化、ランドス
ケープ及びシースケープ、農業生物多様性などが相互に関連して一体となった、将
来に受け継がれるべき重要な農林水産業システムを認定する制度。世界的に重要
かつ伝統的な農林水産業を営む地域（農林水産業システム）を、国際連合食糧農
業機関(FAO)が認定する制度。（農水省）



Source︓FAO GIAHS Homepage
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https://www.youtube.com/watch?v=DXtd0xfZupQ
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世界農業遺産認定地域
世界で26ヶ国86地域、日本では15地域が認定されている（令和5年11月10日更新）。

出典：農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/nousin/kantai/giahs_1_1.html



(※1) 保全計画：申請地域を維持・保全及び活用していくための計画書。
(※2) ランドスケープ：土地の上に農林水産業の営みを展開し、それが呈する一つの地域的まとまり。
(※3)シースケープ：里海であり、沿岸海域で行われる漁業や養殖業等によって形成されるもの。

世界農業遺産認定基準

1．食料及び生計
の保障

2．農業生物多
様性

3．地域の伝
統的な 知
識システム

4．文化、価
値観 及び
社会組織

5．ランドスケープ
(※2)及び シー
スケープ(※3)
の特徴

申請する農林水
産業システムは、
地域コミュニティ
の食料及び生計
の保障に貢献す
るものであること

申請する農林水
産業システムは、
食料及び農業に
とって世界的に
重要な生物多様
性及び遺伝資源
が豊富であるこ
と。

地域の伝統的な
知識システムが、
「地域の貴重で
伝統的な知識及
び慣習」、「独創
的な適応技術」
及び「生物相、土
地、水等の農林
水産業を支える
天然資源の管理
システム」を維持
していること。

申請する農林水
産業システムに
は、地域を特徴
付ける文化的ア
イデンティティ、
風土、資源管理
や食料生産に関
連した社会組織
が存在すること。

長年にわたる人
間と自然との相
互作用によって
発達してきたラン
ドスケープやシー
スケープを有する
こと。

申請地域は、世界的な重要性、申請地域の特徴（ＦＡＯが定める５つの認定基準）及び保全
計画（※1）に基づき評価されます。

【申請地域の特徴を評価する５つの認定基準】



＜世界農業遺産の特徴＞

GIAHS認定の５つの基準 持続可能な開
発 の３側面

１．食料及び生計の保障 経済

２．農業生物多様性 環境

３．地域の伝統的な知識システム
社会

４．文化，価値観及び社会組織

５．ランドスケープ及びシースケープ 環境

経済

持続
可能な
開 発

環境社会

• 特徴１： 家族農業を重視

• 特徴２： 動的保存⇒アクションプラン

• 伝統的な農業システムを維持するにとどまらず，現代社会の技術や制度も
取り入れながら改善を行い，未来に継承できる仕組みにしていくこと

• 特徴３： ５つの基準は持続可能な開発の３側面から構成されている



世界農業遺産の５つの認定基準

①食糧および生計の保障
②農業上の生物多様性
③地域の伝統的な知識システム
④文化、価値観および社会組織
⑤ランドスケープ及びシースケープの特徴

認定後のモニタリングと評価

世界農業遺産・日本農業遺産 認定基準とモニタリング

３

日本農業遺産の３つの認定基準

①変化に対するレジリエンス（災害時に対する回復力）の保持
②多様な主体の連携による地域の資源管理のしくみ
③地域ぐるみの６次産業化の推進

アクションプランの策定と実施
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日本：世界農業遺産（全国15か所）



３．SDGS未来都市（内閣府）

出典：内閣府https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/teian/2024sdgs_pdf/04_R6puresuissiki.pdf



2018年～開始。2024年には24自治体が選定。累計で206都市（207自治体）に。
近畿地方では兵庫県（県+８自治体）が最も多く、次いで大阪（府+７自治体）、奈良
（５自治体）、京都（５自治体）、滋賀（県+１自治体）、和歌山（３自治体）



世界農業遺産認定地域における「ＳＤＧｓ未来都市」の取り組み概要

自治体名 世界農業遺産システム名称 SDGs未来都市提案タイトル

石川県珠洲市 2011年認定
「能登の里山里海」

2018年選定「能登の尖端“未来都市”へ
の挑戦」

滋賀県
2023年認定「森・里・湖（う
み）に育まれる漁業と農業が織
りなす琵琶湖システム」

2019年選定「世界から選ばれる『三方よ
し・未来よし』の滋賀の実現」

宮城県大崎市
2017年認定
「『大崎耕土』の巧みな水管理
による水田システム」

2022年選定「「宝の都（くに）・大崎」の実
現に向けた持続可能な田園都市の創生」

新潟県佐渡市 2011年認定
「トキと共生する佐渡の里山」

2022年選定「人が豊かにトキと暮らす黄
金の里山・里海文化、佐渡～ローカルＳＤＧｓ
佐渡島、自立・分散型社会のモデル地域を
目指して～」

石川県輪島市 2011年認定
「能登の里山里海」

2022年選定「“あい”の風が育む「能登の
里山里海」・「観光」・「輪島塗」― 三位一
体の持続可能な発展を目指して―」

熊本県
南阿蘇村

2013年認定 「阿蘇の草原の
維持と持続的農業」

2023年選定「３つのＫによる誰もが住みた
い・住み続けたい南阿蘇村の構築」

石川県七尾市 2011年認定
「能登の里山里海」

2023年選定「里山里海未来都市七尾～
心豊かな人々が幸せに暮らし続けるまち～」

和歌山県
みなべ町

2015年
「みなべ・田辺の梅システム」

2024年選定「日本一の梅の里・みなべ町
から人・地域・地球の真のウェルビーイング
を創生 」

大分県国東市 2013年「国東半島・宇佐地域
の農林水産循環」

2024年選定「六郷満山文化・世界農業遺
産で“つながる”未来プロジェクト」
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事例１）稲作地帯（宮城県大崎市）

出典：大崎市「SDGs未来都市」プレゼンテーション資料より





期間 テーマ 課題 政策・計画および取組 行政制度

第１期 ふゆみずたんぼ導
入以前

渡り鳥飛来数増加
対策

自然・野鳥保護関係者と農家の対話の
場の設定
沼隣接水田「白鳥地区」の湿地化、常
時湛水

・食害補償条例施行
（1999）

第２期
2003～
2005年

ラムサール条約登
録湿地登録準備期

ふゆみずたんぼ導
入および技術確立

・2003蕪栗沼地区農業・農村研究会
（ふゆみずたんぼプロジェクト）を組織
・土壌調査や水生動植物の生息調査を
2005「蕪栗沼・周辺水田湿地保全活
用計画」策定／ラムサール条約登録

・ふゆみずたんぼ交
付金（2012年農水
省にて環境直接支
払として全国化）

第３期
2006～
2008年

地域事業者との連
携。地域におけるラ
ムサール条約登録
湿地拡大期

市町村合併に伴い、
田尻町の政策・制
度を大崎市に移行

・市総合計画等の柱のひとつとして「自
然と共生するまち大崎」を位置づける
・2008「化女沼」ラムサール条約登録
・ふゆみずたんぼ普及組織「NPO法人
田んぼ」設立

・「自然共生推進係」
の新設

第４期
2009年
～

地域外におけるふ
ゆみずたんぼ普及
啓発期

ふゆみずたんぼ、生
きもの調査の各地
での普及

佐渡、豊岡との地域間連携による生きも
の共生型農業の普及・啓発
「世界一田めになる学校」開催

第５期
2011～
2012年

震災復興とワイズ
ユース、生物多様性
の普及啓発期

・津波被災水田の
再生
・震災復興

総務省・緑の分権改調査事業、被災地
復興モデル事業の実施

第６期
2013～
2016年

世界農業遺産登録
をめざす大崎モデ
ルの確立

・有機栽培＆生きも
の共生農業をめざ
す基準市内普及
・次世代育成

・「水田を核とした生物多様性向上・大
崎モデル」構想の検討
・次世代育成組織「おおさき生きものク
ラブ」設立（会員219人）

「世界農業遺産」申
請準備

第７期
2017～
2021年

世界農業遺産登録 世界農業遺産に登
録し、自然共生農
業を全域に普及

世界農業遺産への申請・2017年登録
アクションプランの作成・実施

「世界農業遺産推進
課」設置

第８期
2022～

「SDGs未来都市」
認定

SDGsによるﾈｲﾁｬｰ
ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞの普及

「SDGs未来都市」認定、「自治体
SDGsモデル事業」に選定

「世界農業遺産未来
戦略室」設置

大崎市自然共生農業に関する行政計画の沿革
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https://www.youtube.com/watch?v=l8VEalvUSQ0



２：探求テーマに関する簡
単な説明

パート３：テーマに関する
背景・現状・地域や企業
でのモデル的な取り組み

４：関連する国内外の社
会課題

例）コメ消費減少
食料自給率
食品ロス

５：関連するSDGs目標・
ターゲット番号

６：探求を深める「問い」

１：探求テーマ
入口の「問い」

2021年度は武蔵野大学オンラインスタディツアーや同志社大学の授業で実施
2022年度は武蔵野大学スタディツアーを現地開催、同志社大学の授業で実施
2023年以降も、大和田が関係する各授業で実施

大学生向けSDGs学習プログラム『大崎耕土SDGsクエスト』
（2020年開発,大和田監修）



出典：大崎市「SDGs未来都市」プレゼンテーション資料より



出典：大崎市「SDGs未来都市」プレゼンテーション資料より
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生きものと共生する暮らしや文化が、
住民の心身の健康・豊かさにつながり、

住民幸福度につながる
その幸せを都市部の人たちにおすそ分けする

• 経済：生態系サービス産業
（地域で循環するローカルフードシステム、

サステナブルツーリズム、
バイオマス、森林クレジット、OECM等）

+
• 社会資本：人のつながり+歴史・文化

（農家・非農家協働による農林業維持／居久根
のグリーンコモンズ化／こどもたちへの継承・学習

／市外の関係人口による協働・応援）
+

• 自然資本：ネイチャー・ポジティブ
森林、水田、屋敷林、河川湖沼など

生態系サービスの基盤を保全・再生

市民総参加で創るSDGs未来都市大崎
大崎耕土GIAHSの生物多様性（ネイチャー・ポジティブ）を活かした田園
都市創生事業





事例２） 果樹地域
和歌山県みなべ町

１．みなべ町の概要
(1) 江戸時代に梅の栽培が開始され、「南高梅」の開発・栽培

を中心に、日本一の梅産地が形成された。紀州備長炭の産
地でもある

(2) 梅の健康機能：町が有する特許、梅の健康機能に関する
研究

(3) みなべ町のSDGsへの取組状況および2030年計画
（４） 世界農業遺産認定後の取組の状況（第２次行動計画）
(5) 「梅収穫ワーケーション」を通じた関係人口創出

図 みなべ町の位置

図表３ 梅の栽培面積と生産量の推移



世界農業遺産「みなべ・田辺の梅システム」

出典：『世界農業遺産保全計画（第２期）』（計画期間：令和２年４月～令和７年３月）みな
べ・田辺地域世界農業遺産推進協議会（令和２年４月）
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みなべ町の各種取組(2023年度）

＜「梅収穫ワーケーション」が地方創生SDGs官民連携プ
ラットフォーム優良事例に選定（2024年3月）＞
一社）日本ウェルビーイング推進協議会（代表理事 島田由香氏）
が主催する梅ワーには2022年のべ240人、2023年のべ382人の
首都圏など都市部で働く人たちが梅収穫作業にボランティアで参加。

＜「みなべSDGs未来カフェ（2023年10月）＞

＜おにぎりサミット調印式(２０24年2月）＞

町内の中高生約100人、町内外の大人約50人が参加。2050年の未来の
みなべ町をテーマに語り合った。

新潟県南魚沼市（米）、
みなべ町（梅干）、新潟
県村上市（鮭）、福岡県
柳川市（海苔）、愛媛県
今治市（塩）、埼玉県深
谷市（ねぎ）、富山県魚
津市（蟹）が参加。おに
ぎりを通じて、各地域の
食材や文化を世界に発
信していく計画で。
2024年度は南魚沼市
でイベントを開催予定。

＜スポーツイベントで熱中症予防効果をPR＞

梅の持つ、「疲労回復効
果」や「熱中症予防効
果」、「肥満抑制・美容効
果」など梅の健康機能
性を活かし、スポーツ大
会などあらゆる機会を通
じて情報発信

<バイオ炭勉強会開催（2023年9月）>

梅剪定枝に関する勉強会の開催
（2023年9/15）。町民アンケート
を実施し、町民の意識と行動の現
状を明らかにした。
11月には町民が「みなべ梅wo炭
クラブ」を設立。



関係人口の創出（「梅収穫ワーケーション」2022年～）

2024年3月 内閣府・SDGs官民連携優良事例 優秀賞受賞



梅剪定枝に関する勉強会の開催（2023年
9/15）。町民アンケートを実施し、町民の意識
と行動の現状を明らかにした。町民によるバイ
オ炭化の仕組み作りを行う団体「みなべ梅wo
炭クラブ」設立を支援。また、回収・炭化・施用
による炭素固定・生物多様性保全・資源循環
の仕組みづくりのイメージを策定。

町 内 で 約 639 千 本 。 剪 定 枝 は 推 計 年 間
9,067トンになる。
ちなみに全量をバイオ炭にすると1,260トン、
全量を梅林や田畑に施用すると炭素貯留量は
約2,500トンになる。
梅農家数は1215経営体なので、20世帯で炭
素貯留量は約40トンとなる。

梅剪定枝の利活用（バイオマス利活用）

写真2 みなべ梅wo炭クラブ主催「第２回バイオ炭勉強会」
（2024年2月12日）

↑バイオ炭化さ
れた梅剪定枝
の炭の断面写
真

図 バイオ炭に関する町民の意見



みなべ町「自治体モデル事業」の概要：日本一の梅の里、
「みなべ梅ラーニングコモンズ」による人・地域・地球の健康増進

34
出典：みなべ町「SDGs未来都市」
プレゼンテーション資料より



⽇本⼀の梅の⾥「みなべ梅ラーニングコモンズ」による
⼈・地域・地球の健康増進

⽇本⼀の梅の⾥・みなべ町から⼈・地域・地球の真のウェルビーイングを創⽣

【「みなべ梅ラーニング
コモンズ」地域共創プログラム 】

・学習する組織・みなべ町を実現する
・町内の高校生や大人、町外の大人（関係人口や大
学と協働し、地域の課題解決策を探究・共創する場
＜2024年度テーマ＞
・梅の健康機能PRイベント（地元、都市部、中国）
・大学生梅プロモーションコンテスト
・環境配慮型栽培勉強会
・梅剪定枝のバイオ炭化勉強会
・ミツバチ&生物多様性調査

【梅剪定枝バイオ炭定量化事業】

・二酸化炭素を除去する技術である「バイオ炭」に着目
・立命館大学日本バイオ炭研究センター、和歌山県工
業技術センター・うめ研究所等と連携

・梅の剪定枝のバイオ炭化のしくみづくりに着手

＜バイオ炭３つの相乗効果＞
①未利用資源の循環
②田畑など土壌への二酸化炭素貯留効果
③土壌の生物多様性保全

【みなべSDGsプラットフォーム】
SDGsを推進するステークホルダープラットフォーム形成。普及啓発ツール制作。先進地域調査
・「みなべSDGsプラットフォーム」形成
・「みなべSDGs未来デザイン会議（キックオフイベント）」開催
・ワークショップの開催
・「みなべウェルビーイング指標」開発

経済：梅の健康機能ブランド化 社会：町民＆応援団の協働 環境：環境配慮型の梅栽培

梅の健康効果の普及とブランド力
強化／梅加工品の輸出／担い手
育成

梅健康講座・料理教室／梅収穫
ワーケーション／企業CSR・CSV

梅剪定枝のバイオ炭化／環境保全
型栽培の普及／生物多様性保全

出典：みなべ町「SDGs未来都市」プレゼンテーション資料に加筆



取組２）「みなべ梅ラーニングコモンズ」地域共創プログラム①

【学習体系】 学習する組織・みなべ町を実現するためのコアとなる取り組み「みなべ梅ラーニングコ
モンズ 」は、町内の中高生や大人、関係人口である梅収穫ワーケーション参加者や研究機関と協働
し、地域の課題解決策を探究・共創する場。「OECDラーニング・コンパス2030」に準拠
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出典：みなべ町「SDGs未来都市」プレゼンテーション資料より



取組２）「みなべ梅ラーニングコモンズ」地域共創プログラム②

＜2024年８つの探究テーマ＞
それぞれにプロジェクトリーダーを決め、町民、役場職員、町外の専門家、および南部高校生も参加し、企画・実施（ト
ライアルまで）を行う。 ８テーマで参加人数は各10人～200人を想定。

テーマ 対象者 問い：課題 内容 関わる民間団体
みなべSDGs未来
デザイン 町民 ・みなべのSDGsとは？

・みなべの未来を皆でデザインしよう
・キックオフイベント
・ワークショップ

・南部高校
・一社）PCW

梅で健康① 町民 ・町内の家庭では梅が料理にあまり使われ
ていない？

・梅料理教室
・梅給食など
・梅食育

・梅料理研究会
・料理研究家

梅で健康② 都市で働く
人

・梅干が健康食？知らなかった
・料理や飲料にどうアレンジしたらいいの？

・梅で健康講座
・都内で試食等イベン

ト

・一社）PCW
・梅ワー参加者
・梅料理研究家

梅で健康③ 若者

・梅干おにぎり食べてないかも・・
・どうすれば若い人が梅干しを食べるように
なる？
・こんな梅商品・料理があったら食べたい

・フィールドワーク
・日中高大学生梅プ

ロモーションコンテス
ト

・南部高校
・関西の高大学生
・中国の大学生
・一社）KGSI 

梅で健康④ 中国人 ・中国で最近梅干茶漬けやおにぎりが注目
されているらしい。梅酒も

・上海でプロモーショ
ンイベント開催

・JETRO上海
・JETRO和歌山
・和歌山県
・一社）KGSI

バイオ炭 農家 ・バイオ炭のしくみを作り農業のCO2を減ら
しサステナブルな梅栽培を実践したい

・勉強会開催
・日本バイオ炭研究セ
ンターフォーラムに参
加

・みなべ梅wo炭クラブ
・南部高校
・立命館日本バイオ炭研究
センター

有機農業 農家 ・環境にやさしい農業・果樹栽培を広げた
い

・勉強会（町内視察）
・先進地視察

・梅農家
・有機農業専門家

ミツバチと生物多
様性 町民 ・ミツバチの生態、森里川海の関係が知り

たい
・ミツバチ巣箱調査
・生きもの調査

・梅農家
・ミツバチや生物多様性の
専門家

37
出典：みなべ町「SDGs未来都市」プレゼンテーション資料より



目指す姿：自律的好循環の具体化に向けた事業の実施
～国内外で「梅エコシステム」の実現～

38出典：みなべ町「SDGs未来都市」プレゼンテーション資料より



梅剪定枝のバイオ炭化のしくみ構想図

出典：立命館大学日本バイオ炭研究センターホームページ
https://www.ritsumeikan-carbon-minus.org



４．P2M管理知識に則った
みなべ町のSDGs未来都市計画立案

P2M管理知識 内容

１．プロファイリングマネジメント
※プログラムの初期段階でミッショ
ンを具体的な作業に詳細化する
①プログラムの意図を表現
②ステークホルダー分析
③実現のためのシナリオ作成

・6W1H：
目的：なぜwhy
目標：誰がwho 何をwhat いつwhen どの方向にwhich
手段：どのようにhow 誰にwhom

・シナリオ作成：ロジックモデル作成

２．プログラム戦略マネジメント
SWOT（強み、弱み、機会、脅威）分析に基づき、 町のポジショニン
グを明らかにし、シナリオの実現性を高める

３．アーキテクチャマネジメント

※プログラム全体を複数のサブプロ
ジェクトに詳細化

※３Sモデル

①スキームモデル：プログラムおよびプロジェクトの構想を示す文書、
複数プロジェクトの関係を示す図面を作成

②システムモデル：プロジェクトの活動内容の詳細化、手順書
③サービスモデル：システムモデルで作られた成果を利用して組織

が定常的に価値を高めていくための運用方法

４．プラットフォームマネジメント
・プラットフォームを「プログラムを推進するために作られる協働作業
の“場”」

・直接対話をする場のみならず、インターネットを介した協働の場も

５．ライフサイクルマネジメント
・プログラムの最初から最後までの間、状況を常に把握し、評価を
行いつつ価値の最大化に努める

６．価値指標マネジメント ・３側面それぞれ、および統合取組みの進捗を測定・評価
出典：吉田邦夫・山本秀男『実践プログラムマネジメント』

P35～42「プログラムマネジメントの管理知識」



P2M管理知識 取組内容

１．プロファイリングマネジメント

※プログラムの初期段階でミッションを
具体的な作業に詳細化する
①プログラムの意図を表現
②ステークホルダー分析
③実現のためのシナリオ作成

① 現状、歴史の把握：ステークホルダー調査（2023年）
・町内ステークホルダーヒヤリングおよび対話：梅農家、
・梅栽培の歴史・現状に関するヒヤリング、資料収集、先行研究調査
・無農薬・有機栽培梅農家調査
・梅の健康機能：宇都宮博士ヒヤリング、先行研究・著書調査

② 町民対象の準備：機運の醸成(2023年）
・バイオ炭：勉強会(9/30)、予備調査としてアンケート調査実施
・バイオ炭に関する組織化、勉強会開催
・機運の醸成：みなべ「未来カフェ」（10/30）中高生大人150名参加
・役場職員SDGs研修（10/31）

③ シナリオ作成(2024年2月）：SDGs未来都市フォーマット（環
境、社会、経済）それぞれの課題を明確にし、取組（対応策）を記載
し、可視化。
➡計画書に「ロジックモデル」記載

２．プログラム戦略マネジメント

・SWOT分析
・３分野（環境、社会、経済）を統合した取り組み
➡「自治体モデル事業」企画 (2024年２月）
※「みなべ梅ラーニングコモンズ」構想：外部団体との連携

ベースとなる理論（概念）：「OECDラーニングコンパス」援用
・二酸化炭素貯留の方法であるバイオ炭化（日本一の産地におけるバ

イオ炭化）の実証。脱炭素・土壌改良・資源循環という３分野を統合実
装。LCA等は学（立命館大学）と連携。炭の単価手順や炭の質につい
ては和歌山県工業技術センターの協力。



３．アーキテクチャマネジメント

※プログラム全体を複数のサブプ
ロジェクトに詳細化

※３Sモデル

① スキームモデル：プラットフォーム形成および主に２つのプ
ロジェクト（「みなべ梅ラーニングコモンズ」と「バイオ炭定
量化」）

② システムモデル：「みなべ梅ラーニングコモンズ」価値共創
事業、「バイオ炭定量化事業」のそれぞれについて個別計
画作成

③ サービスモデル：8テーマを一年間実施し、成果を把握し
たうえで、翌年度の取り組みを関係者と検討する。２年間取
り組み、その後の運用方法を検討・決定する

４．プラットフォームマネジメント

プラットフォームとして以下の取組を実施予定
・「みなべSDGsプラットフォーム」：町内の主な団体のSDGsに
関する参画意識の醸成

・「みなべ梅ラーニングコモンズ」実行委員会：町民と役場職員
からなる推進組織

・外部プラットフォーム機関への参加：４パーミル、立命館大学
日本バイオ炭研究センターコンソーシアム等

・SDGs未来都市ネットワーク：マネジメントスキルや手法の学
習。SDGs未来都市先進地視察（弘前市、阪南市等）

５．ライフサイクルマネジメント

・３か年計画（2024～2026年） ※政策推進課が推進
・2024年プログラム開始

７月：役場職員・議員研修
８月：実行委員募集、ステークホルダー会議開催、大学生

フィールドワーク（体験+梅プロモーション企画立案）
10月末：キックオフイベントの開催

６．価値指標マネジメント ・インパクト評価指標の作成
・ウェルビーイング指標の作成



みなべ町SDGs未来都市計画のロジックモデル



みなべ町SDGs未来都市インパクト評価 (2024～2026年）



みなべSDGs未来都市「自治体SDGsモデル
事業」の新規性・普遍性

<新規性＞
• 学習する組織・みなべ町の体系を考えるに際し、「OECDラーニングコンパス2030」を元

に構築した。「OECD ラーニング・コンパス（学びの羅針盤）2030」は、「OECD Future 
of Education and Skills 2030 プロジェクト」により2019年に開発されたものである。
学びの主体者をステューデント・エージェンシーと呼び、共同学習者として共同エージェン
シーを配置している。ラーニング・コンパスが提示するのは「学習の枠組み」で、生徒が
2030 年に活躍するために必要なコンピテンシーの種類に関する幅広いビジョンを提示し
ている。2030年のゴールはウエルビーイング（Well-Being）となっているが、仕事、収入、
住宅のような経済的要因に加え、ワーク・ライフ・バランスや教育、安全、生活の満足度、健
康、市民活動、環境やコミュニティのような生活の質（Quality of life）に影響を与える要
因が含まれる。

• 「自治体SDGsモデル事業」の推進は役場の３部署（政策推進課、うめ課、産業課）が中
心に担当する。また、各プロジェクトのメンバーに、町民実行委員（30名程度）、役場職員
（20名程度）、町外の専門家（県研究機関、各分野の研究者、関西の大学）や団体、およ
び南部高校生も参加し、企画・実施まで行う。また、「SDGs未来都市」全体を推進するプ
ラットフォームには「みなべ町まち・ひと・しごと創生総合戦略外聞検討委員にも参画いた
だくなど、「マルチステークホルダー・プロセス」推進体制を構築した。



＜他の地域への普及展開性＞

• 農林漁業や農山漁村の暮らし・文化をテーマにした一次産業ワーケーションは全国でも
広がり始めているが、本町では世界農業遺産認定への共感から関係人口が始まった。農
作業ワーケーションを通じた関係人口創出は都市部で働く大人をはじめ大学生など若い
層、またファミリー層、特に子どもたちが食べ物の背景を知る機会となり、農山漁村・農林
漁業を応援したいという意識の醸成されることが期待される。アンケート調査等を通じて
検証し他地域へ情報提供を行う。

• 「みなべ梅ラーニングコモンズ」を通じた次世代（中高生）、町民（地域）そして、都市部の
大学生や働く人、専門家との協働によるプログラムは、地域の新たな価値を共創する可能
性を有しており、そのモデル化は他の地域にとっても波及可能である。特に南部高校にお
ける高校生の地域や関係人口との「みなべ梅ラーニングコモンズ」地域共創プログラムの
成果は学会や研究報告会等を通じ、県内外の高校に広めていきたい。

• 「大学生による梅プロモーション提案コンテスト」は、梅干しを食べることが自分の健康に
どのようにつながるかといった暮らしでのSDGsの実践と、地域でどのように梅が栽培さ
れているのか、剪定枝がどれくらいCO２削減に貢献するのか、ミツバチの役割などに関す
る学習を行ったうえで、梅関連商品のプロモーションを企画・試行する。そこで得られた知
見を国内の他の世界農業遺産地域や農山漁村地域に活かすことを促すアプローチであ
る。中国・韓国・日本で毎年持ち回り開催している「東アジア農業遺産学会」等を通じて、
大学生によるプロモーションへの参画方法とその効果について共有する。



• バイオ炭定量化事業は、未利用資源の循環利用であり、 二酸化炭素貯留効果に
よるCO2削減、土壌の透水性や保肥性など土壌改良効果、土壌の生物多様性保
全を通じた自然再興への貢献の可能性がある。多量の剪定枝という資源量を活
用し、地域内での中規模分散型のバイオ炭化のしくみを構築することは、他の果
樹産地等にも普及可能である。

• 関係人口との共創活動が参加者・受け入れ者相互のポジティブ感情を向上させ
ることが明らかになっている。梅の健康機能と併せ、心身の健康が増進する“真の
ウェルビーイング”と呼ぶゆえんである。「みなべウェルビーイング指標」の開発は、
農業という一次産業や、関係人口との協働に対する満足度についても測定するこ
とから、他の農林漁業地域に対しても参考になることが想定される。


